
 

 

 
 
 
 
 

研究報告 

⾃治体 EV 普及政策調査報告書 2023 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2023 年 10 ⽉ 6 ⽇ 
 
 

特定⾮営利活動法⼈環境エネルギー政策研究所 
 

⾼久ゆう・古屋将太 

 
 
 
 



 
 

1 

⾃治体 EV 普及政策調査報告書 2023 

要約 

電気⾃動⾞（EV）の普及拡⼤に向けた取り組みを推進していくための基礎的情報を整理す
るため、国内⾃治体の EV 普及政策に関する予備調査をおこなった。その結果、いずれの⾃
治体も EV 購⼊に対する補助⾦の交付が EV 普及政策の中⼼となっていることが明らかとな
った。また、EV 公⽤⾞カーシェアリングのように、⺠間事業者と⾃治体のパートナーシッ
プのもとでの取り組みや、動⾞メーカーや充電インフラ事業者と連携した取り組みを⾏う⾃
治体も⾒られた。⾃治体ごとに部分的な政策は進められているものの、取り組み内容には⼤
きく差があり、さらに⻑期的な推進ビジョンや包括的な計画が⾒えないことが課題であると
考えられる。 

 
キーワード：EV 普及政策, EV カーシェアリング, 充電インフラ 
 
Local Governments EV Promotion Policy Research Report 2023 

English Summary 

In order to compile basic information for promoting efforts to expand the use of electric 
vehicles (EVs), ISEP conducted a preliminary survey of EV promotion policies of local 
governments in Japan. The results of the survey revealed that the main EV promotion 
policy of most local governments is to provide subsidies for EV purchase. In addition, 
some local governments are implementing initiatives such as EV public car sharing, which 
is a partnership between private companies and local governments, or in cooperation with 
vehicle manufacturers and charging infrastructure providers. Although each local 
government is promoting partial policies, there are wide differences in the content of 
initiatives, and furthermore, the lack of a long-term promotion vision or comprehensive 
plan is considered to be an issue. 

 
Keyword: EV promotion policy, EV car sharing, charging infrastructure 
 
本レポートの引⽤：⾼久ゆう、古屋将太（2023）「⾃治体 EV 普及政策調査報告書 2023」環境
エネルギー政策研究所 研究報告. 
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電気⾃動⾞（EV）に関する国内⾃治体の取り組み 

当研究所は、電気⾃動⾞（EV）の普及拡⼤に向けた取り組みを推進していくための基礎的

情報を整理するため、国内⾃治体の EV 普及政策に関する予備調査をおこないました。この研

究報告は、急激に EV の普及が加速する状況において、⽇本の⾃治体がどのような取り組みを

おこなっているのか、2023 年 9 ⽉時点での概要をまとめたものです。 

 

急加速する世界の EV 普及 

2020 年代に⼊り、世界の EV 普及は急激に加速しています。2022 年の世界の EV 販売総数

は前年に⽐べて 55%増加し、⾃動⾞販売台数に占める EV（バッテリー電気⾃動⾞：BEV とプ

ラグインハイブリッド⾞：PHEV の合計）の割合は 13%に達しました（Ellerbeck 2023, 図 1)。 

 
図 1. 世界の BEV および PHEV 販売台数および EV の市場シェアの推移 

 
出典：Ellerbeck 2023 
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⼀⽅、2022 年の⽇本国内における EV 販売台数は 3%（⽇本⾃動⾞販売協会連合会 2023）

であり、普及率は年々増えているものの、普及が特に進んでいる中国や欧州には⼤きく遅れを

とっているのが現状です。EV 普及のためには、EV そのものの性能向上および価格低下と同時

に充電インフラを整備していくことが重要であり、そのためには⺠間・公共セクターの連携、

さらに⾏政内部においても複数の部署の連携が必須となります。また、急速に変化する EV市

場や政策に柔軟に対応していくことも重要となります。 

実際にはすでに国内の⾃治体でもさまざまな EV 普及政策が進められています。当研究所

は、EV の普及推進に関して、国内の⾃治体はどのような取り組みを進めているのか、基礎的情

報を整理することを⽬的として、予備調査をおこないました。 

 

調査⽅法 

 ⾃治体による EV 普及政策は、Web サイト等での情報提供、普及啓発のためのイベント開

催、公⽤⾞の率先的な EV 化、EV 公⽤⾞のカーシェアリング、⾃治体施設での充電設備設置、

公共交通の電化、補助⾦の交付（EV、EV バス・タクシー、V2H、普通／急速充電設備）など

があります。 

今回の調査では、これらの政策項⽬と⾃治体名をキーワードとして組み合わせてインターネ

ット検索し、EV 政策に関する⾃治体のWebページやインターネット記事の内容を整理しまし

た。調査は 2023 年 9 ⽉におこないました。なお、本調査は必ずしもすべての⾃治体の取り組

みが反映されているわけではありません。 

 

調査結果 

今回、都道府県は 47件、市区町村は 192件、合計 239件を対象として調査をおこなった結

果、⾃治体の EV 普及政策の実施状況は下記のような概要となりました（表 1）。 
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表 1. ⾃治体 EV 普及政策実施の概要 

EV 普及政策 都道府県 市区町村 合計 

Web サイトでの情報提供 20 5 25 

イベント開催 4 3 7 

公⽤⾞ EV 化 8 15 25 

EV 公⽤⾞カーシェアリング 5 4 9 

充電器設置 4 4 8 

公共交通電化 1 6 7 

EV 購⼊補助⾦ 22 136 158 

普通・急速充電設備設置補助⾦ 12 28 40 

V2H 設置購⼊補助⾦ 6 56 62 

EV バス・タクシー導⼊補助⾦ 5 1 6 

 

l いずれの⾃治体も EV購⼊に対する補助⾦の交付が EV 普及政策の中⼼となっている（実施

⾃治体件数：158）。 

l 公⽤⾞の EV化を実施している⾃治体は 25 件だが、導⼊している EV／PHEV の台数とそ

の内訳は必ずしも明⽰されていないため、実態を把握することが難しい。 

l EV 公⽤⾞カーシェアリングは、EV を⾃治体業務では公⽤⾞として利⽤し、それ以外の時

間（主に⼟⽇祝⽇）には⼀般向けのカーシェアリングに利⽤するものであり、⺠間事業者と

⾃治体のパートナーシップのもとで取り組みが進みはじめている（実施⾃治体件数：9）。 

 

また、⾃動⾞メーカーや充電インフラ事業者と連携した取り組みを⾏う⾃治体も⾒られます。

このように⾃治体ごとに部分的な政策は進められているものの、⾃治体によって取り組み内容

には⼤きく差があり、さらに⻑期的な推進ビジョンや包括的な計画が⾒えないことも課題と⾔

えます。 

2023 年 8⽉には、経済産業省から「充電インフラ整備促進に向けた指針（仮称）」案が発表

されるなど、国内でも EV 推進に関する動きが加速しています。当研究所では、今後も EV 普

及政策に関する動向調査をおこなっていきます。 
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調査データ 

今回の調査で取り上げた各⾃治体の EV 普及政策の取り組み状況の調査データは以下のデ

ータベースからご覧いただけます。 

 

⾃治体 EV 普及政策調査 2023 年 Ver.1 データベース 

👉 https://airtable.com/appqfhD3Y577VNoOR/shrlZWHTaxleUj5ep 

 

※ 都道府県は「2023 年都道府県」のシート、市区町村は

「2023 年 市区町村」のシートから⾒ることができます。 

 

※ 本調査の内容について、修正を希望される⾃治体は当研究所 Web サイトのお問い合わせフォ

ームからお知らせ下さい。 
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協⼒ 

本報告書の作成には、ISEP インターン⽣が協⼒しています。また本報告書の作成は、環境エネ

ルギー政策研究所の会員、サポーターの皆様からのご⽀援によって可能になりました。持続可

能なエネルギー政策を実現するための研究や政策提⾔を続けていくために、みなさまのご⽀援・

ご寄付をお待ちしています。 
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